
住宅金融支援機構

2016 
~ Eヨ

軍司F事面

住宅金融支援機構
Japan Housing Finance Agency 

（旧『住宅金融公庫J)

http://www.jhf.go.jp／ 土佐宣三



CONTENTS 

はじめに・

固E置
管理組合の運用にマンション管理士を活用する方法

一般社団法人日本マンション管理士会連合会会長 親泊哲

固E冨
マンション標準管理規約の改正について

国土交通省住宅局市街地建築課マンション政策室

~図室温

積立組合代表者さまあて各種送糊の送付関口て

法人番号のご提供に関するお願い

E琶~

「マンションすまい・る債」に関するQ&Aｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷｷ 25 ~ 36 

マンション共用部分リフォーム融資の融資条件のご案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 37 ～ 38

まちづくり融資（マンション建替え事業）のご案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 39 ～ 44

（公財）マンション管理センターか5のお知5せ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....... 45 ~ 46 

マンシヨンみらいネットのご案内.............................................. 47 

マンション管理サポートネット・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 48

マンシヨン再生協議会のご案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 49 ～ 50

（ー財）住宅金融普及協会 「住まいの管理手帳（マンション編）」のご案内・・・ 51 ～ 52

マンション情報B0 Xパックナンバーの記事がホームページで閲覧できるようになり

ました。現在一部の記事のみですが、順次追加していく予定です。

マンション管理組合の皆さまの日頃のご活動にお役立ていただけければ幸いです。

eURL http://wwwjhf.gojp/member /smile/index.html 

（マンションすまい・る債積立管理組合専用ページ）

※機構のホームページからのリンクはありません。

＋ はじめに や

東日本大震災及び熊本地震により被災された皆さまに心よりお見舞い申し上げます。

住宅金融支援機構債券（マンション債券）積立制度（愛称：「マンションすまい・る債」）をご利

用いただき、誠にありがとうございます。

このたび、「住宅金融支援機構マンション情報B 0 X」 2016年春号を発刊いたしましたのでお届

けいたします。

この「住宅金融支援機構マンション情報B 0 X」は、マンションすまい・る債を積み立てていた

だいているマンション管理組合さまへの特典としてお届けしている情報誌です。

今号の特集は、平成28年3月 5日に開催しました「「マンションすまい・る債」積立管理組合向け

セミナー」でご講演いただきました、一般社団法人日本マンション管理士会連合会会長親泊 哲氏

の『管理組合の運営にマンション管理士を活用する方法』の概要についてご紹介しますとともに、

平成28年3月に公表された「マンション標準管理規約及び同コメント」の改正について、国土交通省

の担当官から解説していただきました。

******************************************** 

東日本大震災の発生から 5 年が経ち、被災地では復興に向けて歩みを進めていますが、いまだ大

きな爪跡を残しています。また、熊本地震では、住宅を含む多くの建築物が甚大な被害を受けており、

今後発生が危慎されている首都直下地震、南海トラフ地震が発生した場合にも、大きな被害をもた

らすであろうことが予測されるなど、防災対策・減災対策を進めていくことが重要となっています。

マンションに居住している皆さまが、安全・安心・快適な暮らしをしていくためには、マンショ

ンの適正な維持・管理に努め、安全対策を進めていくことが重要であり、そのーっとして、計画的

な修繕等が不可欠となります。今号が、お住まいのマンションの適正な維持管理や、より長く快適

に住まい続けたいとお考えの管理組合の皆さまにとってお役に立てば幸いです。

「マンションすまい・る債」は、修繕積立金の計画的な積立てや適正な管理をサポートするため、

当機構が発行する債券です。

今後も「マンションすまい・る債」のご利用をよろしくお願い申し上げます。

マンション管理・再生に役立つ情報を掲載。

平成 28 年 4 月

住宅金融支援機構

「マンションすまい・る債」メールマガジン配信中！
登録していない方は、今すぐこちらから！

積立管理組合専用ページ

URL http://www.jhf.go.jp/member /smile/index.html 

メールマガジン登録画面へ



や お詫び 令

「マンション情報B OX2015年秋号」 の掲載記事の内容の一部におきまして、誤植等により、誤

解を招く記載となっている部分がありました。

ここに深くお詫び申し上げますとともに、訂正させていただきます。

【訂正箇所】

・ P3 左段11行日 誤： 「おととし（2014年）のデータで、」

正： 「2014年のデータで、」

. p 4 右段18行目 誤： 「常に何かをしていくのか？考え＆確認し、」

正： 「常に何かをしていくのかを考え、確認し、」

• p 5 左段13 ～ 14行目 誤： 「資産価値に差が付いてしますと思いますよ。」

正： 「資産価値に差が付いてしまうと思いますよ。」

• p 5 右段1 1行目 誤： 「今から 10年前（2010年）に」

正： 「2010年に」

同 16行目 誤： 「データで見ても明らかなんでが、」

正： 「データで見ても明らかなのですが、」

• p 7 左段32 ～ 33行目 誤： 「自宅＝中古住宅が売ったり、貸したり」

正： 「自宅＝中古住宅を売ったり、貸したり」

• p 8 左段18 ～ 19行目 誤： 「住宅資産額が大きく目減りしているという事実です。」

正： 「住宅資産額が大きく目減りしている」という事実です。」

同 26行目 誤： 「政府も無視で、きす、 」

正： 「政府も無視で、きずい

• Pl2 左段23 ～ 24行目 誤： 「お金について働いてもらう方法とていうのは、」

正： 「お金について働いてもらう方法というのは、」

• PI4 右段17行目 誤： 「現時点で、の残高が7,000兆前後、 」

正： 「現時点での残高が7,000億前後、」

ｷ P38 二重線の四角固い内の「総利息負担額」 誤： 「約1,665万円」

正： 「約1,665千円」
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E彊

管理組合の運営にマンション管理士を活用する方法
一般社団法人日本マンション管理士会連合会 会長親泊哲

本日、機会がございまして、「管理組合の運営

にマンション管理士を活用する方法」というテー

マで、お話をしてまいります。

皆さまのマンションや管理組合でも、いろいろ

な懸案事項がおありになるかと思いますが、それ

を効率良く、かっ特定の方にご負担をかけること

なく解決できるようにしていくためにも、本日の

話の内容を何か一つでもお持ち帰りいただき、活

用していただけたらと思っております。 少々長丁

場になりますが、リラックスしてお聞きいただき

ますように、よろ 1しくお願いいたします。

0マンション管理士とは

さて、「マンションの管理の適正化に関する法

律」（以下、「マンション管理適正化法」 と表記し

ます。）の中で 「マンション管理士」という資格

者が規定されていますが、今や、この資格名をご

存じないという方は、恐らくいらっしゃらなく

なったのかと思っております。 20世紀の時代には

なかった資格者でして、マンション管理適正化法

で規定されて生まれた資格者でございます。

法律での定義は書き方が堅いのですが、「管理

組合の管理者等またはマンションの区分所有者等

の相談に応じ、助言、指導その他の援助を行うこ

とを業務とする者をいう 。」となっております。

この「マンション管理士」という資格者がなぜ

誕生したのか、ということですが、これが法律の

要請、すなわち、このマンション管理適正化法が

施行されたことで、マンションの管理組合と区分

所有者の皆さまに対して、次のような努力義務が

課せられた、ということが大きなポイントになり

ます。

0マンション管理組合の「努力義務j

この法律の第3条で、国土交通大臣は「マンショ

ン管理適正化指針J を定めて、これを公表するこ

ととなっております。 また、この適正化指針の定

めるところに留意して、「管理組合はマンション

を適正に管理するよう、努めなければならない」

とされました。

そして、管理組合だけではなく、マンションの

区分所有者の方々に対しでも、「マンションの管

理に関し、管理組合の一員としての役割を適切に

果たすように努めなければならない」ということ

で、基本的に、団体とその団体の構成員である区

分所有者の方々に、二重の努力義務が課せられる

ことになったわけです。

この「努力義務」については、少し専門的な話

になりますが、『「何もしないと義務違反になるが、

努力はしたけれども結果的にそれが成せなかった

場合は義務違反にはならない」という解釈になるJ

と、法律の専門家から伺ったことがございます。

そして、この「マンション管理適正化指針」か

らマンション管理士に関する主なものを抜粋する

と、まず「マンションの管理は、専門的な知識を

必要とすることが多いため、管理組合は、問題に

応じ、マンション管理土などの専門的知識を有す

る者の支援を得ながら、主体dl笠を持って、適切な

対応をするように心がけることが重要である J と
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いうことがあります。 マンション管理適正化法は、

とにかく管理組合の主体性というものをしっかり

打ち出しているという特徴があります。 これは、

『自分たちのマンションの管理なのだから、管理

の主体は管理組合であり、その構成員である区分

所有者の方々に決まっているJ ということでもあ

ります。

しかし、その当然の事がうまくいっていなかっ

た時代があったことを受けて、この法律ができ、

指針ができたということです。 そして、その中で「マ

ンション管理士J という資格者が誕生しました。

0マンション管理士の必要性
『なぜ、マンション管理士に依頼するのか』と

いうことをお話しすると、まずは「管理組合にとっ

ていろいろ合理的な事がある J ということです。

一つは、適正化法におけるマンション管理士の

定義として「専門的知識を持って」というフレー

ズがあります。 管理組合に対して、そのマンショ

ンの管理や管理組合の運営について助言指導を

行ってくれる人というのは、マンション管理士以

外にもたくさんいるわけですが、何らかの事案で

解決が求められているときに、アドバイスあるい

はその問題についてのコンサルテーションを受け

たいといったときに、国家資格者であるマンショ

ン管理士のアドバイス、コンサルティング等の内

容を信じることには、とりあえず過失がない、と

考えることができるわけです。

逆に、マンション管理士の資格をお持ちでない

方々の場合は、基本的に経験則に基づいてアドバ

イスをする、つまり「専門性を伴っていない」と

いうことになるわけで、そういった専門的知識の

ないアドバイスを信じることには、少なからず過

失がある可能性が考えられるわけです。

もちろん、マンション管理士からのアドバイス

であっても、経験豊富な方とそうでない方という

点で、アドバイスを受ける側も迷うことはおあり

かと思いますが、マンション管理士は、経験や能

力というものには関係なく、「専門性」というも

のを国家資格によって担保されている、というこ

とですので、活用する管理組合側で複数のマン

ション管理士を比較するなどして、ご自分たちの

マンションの課題や懸案の解決の助言者としての

適性等を判断していただくことになるでしょう 。

二つ目に、当の資格者の立場から申し上げるの

は、ちょっと口幅ったいことですが、「社会的信用」

がある、ということです。

国家資格者ではないコンサルタントが、仮に無

責任なアドバイス等を行っても、よほど悪質なも

のであれば刑事罰などの制裁を受けることもあり

ますが、基本的に制裁を受ける立場にはないと言

えます。

一方、国家資格者であるマンション管理士が無

責任なアドバイスあるいはコンサルティング等を

行い、その行為によって信用を損ねたときは、名

称使用の一時停止などの行政処分を受け得ること

になっており、最悪の場合、登録の取り消しによ

り国家資格を失うレベルの制裁を受け得る立場に

あります。

こうした関係から、社会的信用が担保されてい

ると考えております。

三つ日として、「第三者性がある」ということ

が挙げられます。 ここでいう「第三者性」とは、

区分所有関係や管理委託契約、その他の「契約関

係」に拘束されない、利害関係を有しない立場に

あることを言います。

マンション管理士は、利害関係を有しない第三

者的立場にあるからこそ、毅然と対応することが

でき、関係者の窓意を排除することも期待できる

わけです。 反対に、「あなたも同じ立場じゃない

ですか」と言われてしまうような、関係者の恋意

の排除を期待できないような対応では、第三者性

が担保できていない、ということになります。

しかしながら、マンション管理適正化法では、

マンション管理士が相談者や依頼者との関係にお

いて第三者であることは求められていません。 第

三者性をきちんと確保する場合、例えば、法律の

但し書きで「ただし、相談者と利害関係を有する

者については、この限りではない」といった一文

が入札これによって「なるほど、マンション管

理士という資格者は、基本的に相談者から見て他

人である必要があるのか」ということになるわけ

ですが、マンション管理適正化法にはこのような

但し書きがありません。

そうしますと、この『第三者性がない』、その当

事者間で利害関係を生じているマンション管理士

もいるのではないか、ということになるわけです。
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典型的な例としては、自分自身がマンションの

区分所有者で、かつ、マンション管理士でもある、

という人の場合です。 その方が、ご自分のマンショ

ンに対して、「マンション管理士として」と前置

きしているかどうかはともかくとしまして、いろ

いろと助言・指導のようなことをおっしゃったと

しても、「当事者の立場でもあるのによくそんな

事言えますねJ なんて思われたりするかもしれな

いわけです。 また、マンションの管理会社にも、

マンション管理士資格をお持ちの優秀な社員の方

がいらっしゃいます。 このマンション管理士資格

をお持ちの社員、例えば、フロント担当者の方が、

その受託先の理事会とか総会で、「私は、マンショ

ン管理士として……J ということを言えば、「管

理委託契約に拘束されている点で、当事者性を帯

びていますよね」といった疑義を生じさせかねま

せんO

ですから、マンション管理士資格を持っている

というだけでは、この第三者性の有無は判断でき

ませんが、相談あるいはコンサルタント業務など

を依頼しようというときには、この第三者性が担

保・確保されているかどうかを、きちんと確認す

ることが大切であることになります。

。マンション管理士を選定する理由

次に、「専門性」と「経験則」についてです。

一部は繰り返しになりますが、管理組合の運営

やマンションの管理に対する助言・指導、その他

の援助の業務は、マンション管理士ではない一般

のコンサルタント業者でも、 「マンション管理士」

を名乗らなければアドバイスを行っても差し支え

ありません。

一方で、マンション管理士は、信用失墜行為の

禁止をはじめとする法律上の義務を負っており、

万が一にも無責任な助言・指導等に興じるような

ことがあると、「マンション管理士」 の名称使用

の停止を命じられる関係にあることは、先ほども

お話ししたとおりです。

私も、こういう団体の職に就いておりますが、

本業はマンション管理士であり、日常的に管理組

合に対するコンサルタントを行っております。 こ

れを職業とする者が、仮に名称使用や登録の取り

消しなどの処分を受けるようなことになれば、職

業人として、どれだけのダメージを負うことにな

るかは、改めて申し上げるまでもありません。他方、

| 特集 1 管理組合の運営にマンション管理士を活用する方法

マンション管理士ではない、何ら法律上の義務を

負っていない無資格のコンサルタントは、よほど

悪質なものでなければ、たとえ無責任な助言指導

等に興じようとも、処分や制裁を受ける立場にあ

りません。

管理組合において、「助言・指導してもらう者

を選ぼう J となったときに、組合員の皆さまにそ

の選定理由を説明しなければならないかと思いま

すが、法的な合理性を持つマンション管理士を選

んだ理由を説明することはそんなには難しくない

と思います。 仮に、マンション管理士も選択肢と

して挙がっているにも関わらず、マンション管理

士以外の、資格を持たない事業者を選択しようと

すると、その理由を説明するのは、結構、大変で

はないかと思われます。

従いまして、「管理組合の運営、その他、マンショ

ンの管理に関する相談に対しては、専門性と責任

を備えたマンション管理士が助言指導、その他の

援助に対応することが望ましい」ということにな

るわけです。

0マンション管理士への相談

「マンション管理士への相談」については、適

正化法の「マンション管理士」の定義に書かれて

いますが、省略した記載がされている関係で、管

理組合との関係が即座には明らかになりません。

法律では「管理組合の管理者等またはマンション

の区分所有者等」と書かれているだけでありまし

て、この「00等」の「等」 に含まれるものは、

以下のように分類することができます。

「管理組合の管理者等」と記載されている部分

の「等」には、いわゆる「管理組合の理事長」、

これは法人ではない場合の理事長とお考えくださ

い。 管理組合が法人である場合は、理事、理事長

という職名である場合もありますが、登記上は

「代表理事」、すなわち代表権のある理事というこ

とになります。 それから「マンションの区分所有

者等」には、「管理組合」または「管理組合法人」

の構成員である「区分所有者」の方々が含まれ、

これらの方々もマンション管理士に対して相談を

寄せ得る対象と読み取ることができます。

さらに、管理組合の場合で、共有地の上に複数

の建物があるような場合には、「団地管理組合」

となり、またはその団地管理組合が法人である場
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合は、「団地管理組合法人」となります。 この場合、

その構成員である各棟の区分所有者は、団地全体

との関係で「団地建物所有者J という名称、になり

ます。

そういう個々の権利者の方々も、「マンション

管理士に相談をしてくることが予定されている

方々」という関係にあります。

現実には、相談なさる方の大半は管理組合の理

事長です。 もちろん団地管理組合の場合もありま

すが、個々の区分所有者の方々から個別に相談を

受ける よりも、理事長の方、あるいは理事長の代

理で担当理事の方から、「理事会でこのようなこと

が懸案になっているので相談したい」といったご

連絡を頂いたりするケースが圧倒的に多いです。

マンション管理士は、理事長個人あるいは区分

所有者の方個人と契約することは極めて珍しく、

ほとんどの場合が、管理組合との契約に基づいて

助言指導その他の援助の業務を行います。

0マンション管理士の活用

具体的に、管理組合が「マンション管理士を活

用しよう」とお考えになるとき、まず、 『 どのよ

うなことを頼みたいのか』 ということを明確にす

る必要があります。

逆に、当のマンション管理士の立場としては、

依頼者である管理組合が外部のコンサルタントを

求めていることはどういう事なのか、何か懸案に

取り組もうとしているのか、あるいは日常の業務

運営についてリアルタイムで助言指導を受けよう

ということなのか。 「ご自分たちだけで取り組む

よりも、外部の人に入ってもらうほうが、何かと

便利」とお考えになっている中身、すなわちマン

ション管理士に対して何が期待されているのかを

的確に把握することになります。

マンション管理士に対するこの期待の中身を

ニーズと呼ぶことにします。

1 つ目のニーズとして、「イ可か懸案となってい

る事柄があり、それを解決する上での団体的な合

意を得るために必要となる専門的な知識やノウハ

ウを提供してほしい」ということが挙げられます。

マンション管理士の専門性を引き出し、自分た

ちの事業運営が専門性を満たして行われることに

対する期待、と考えることができると思います。

2 つ目のニーズとして、管理組合とは基本的に
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本業をお持ちの方々で構成される組織ですので、

平日はご自宅におられない方が多く、検討に参加

できる時間が限られてしまいまい、たまの土曜日

や日曜日に会議が聞かれることとなります。 そう

すると、会議運営を効率的に行いたい、何か検証

を行い検討する必要がある場合には、効率良くで

きるように計画してほしいといった、効率性とか

合理性の確保が求められます。

自分たちだけでは、どのような作業工程または

事業スケジュールを計画、立案すれば良いかが分

からないから、その辺りをうまくサポートしてほ

しい、ということです。

それから 3 つ日としてこれはなかなか表現が難

しいのですが、管理組合関係者のうち、特定の方

の意見とか意向ですとか、関係者同士の感情など、

しがらみなどに流されないように事業を運営して

いきたい、その辺りをマンション管理士に冷静か

っ客観的な判断、分析を行ってほしい、というニー

ズがあります。

例えるならば、「理事会の中でよく意見を出さ

れる方がいらっしゃって、正しいかどうかは分か

らないけど、みんな妙に納得させられてしまう」

といったときに、「必ずしも正しくない事があっ

たときに、それを毅然と指摘してもらえませんか」

というように解釈していただけると良いかと思い

ます。 「関係者の慾意」を排除することで、巡り巡っ

てその管理組合の運営、または事業運営の公正性

や、透明性の確保につながる事が期待され、その

ために、コンサルタントとしてマンション管理士

の活用を検討してみょうか、という関係になるわ

けです。

管理組合の理事会には、組合の構成員に対する

説明責任というものが常に求められます。 例えば、

大規模修繕工事を発注しようとした場合に、 『 こ

のように検討した結果、このような理由で、この

金額で、この工事会社に発注するのが最良と判断

しましたJ という、「理事会として最良と判断し

た理由」 というものが、説明責任の点で最も肝心

な部分となります。

「この会社は良い会社だと思ったから」とかい

うのは、最も簡単な理由ですが、これでは理事会

として説明を尽くしたことにならないわけです。

どれだけ必要な注意を尽くして検討し、そのよう

に決めたのかを説明することは、実は大変骨が折

れることだと思います。

自分たちが検討した結果の集大成部分、総会の

議案説明書に匹敵すると言ってもいい部分ですか

ら、この辺りをサポートしてほしいといったこと

が管理組合のニーズであるならば、その説明責任

の完遂をサポートさせていただくのが、私ども、

マンション管理士の役割ということになります。

0マンション管理士の活用効果

マンション管理士を活用することによる効果と

して、管理組合運営上の専門性、ノウハウを確保

することで、管理組合役員の皆さまの心身負担の

軽減を図り、継続性、計画性を確保できることが

挙げられます。 ここに、当事者や関係者の怒意の

排除といっ たことが加わり、日常の運営、あるい

は特別の事業運営にしても、公正性や透明性を確

保することができます。

理事会の組合員に対する説明責任の完遂をサ

ポートすることで、管理組合では適法、適切に事

業が実行され、これがマンション管理適正化法の

タイトルでもある「管理の適正化の推進」という

ことになると考えています。

これまでにいろいろな要素を述べましたが、「こ

れらの要素が全てそろって初めて活用すべきも

の J ではなく、例えば、「専門性が求められると

いうのはどういう点なのだろう 」、あるいは「何

か事業運営をしていくときに、どういうノウハウ

が必要なのだろう」といった、何かそういうもの

が一つでも心に当たった段階でお気軽に相談して

いただければ、さらにマンション管理士を活用し

ていただきやすくなるのではないかと思います。

0マンション管理士の業務

すでに述べたとおり、マンション管理適正化法

の中では、 「マンション管理士の業務」が個別、

具体的に明示されてはいません。 同法におけるマ

ンション管理士の定義では、「管理組合の管理者

等の相談に応じ」とありますので、とりあえず相

談に応じることは、マンション管理士の法定業務

と位置づけられていると考えることはできるわけ

ですが、その他のことは何一つ明らかではなくて、

「助言指導その他の援助を行う」としか書かれて

いません。 そこで、「その他の援助J という 部分
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に着目し、どのようなことによって、皆さまの管

理組合の運営を支援させていただけるのか、とい

う視点で考えてみます。

私は、第 1 回のマンション管理士試験の合格者

で、合格直後に登録証を受領し、マンション管理

士事務所を開業しました。 今年の 4 月で満14年に

なります。

業務を始めてからおおよそ 5 年くらいが過ぎた

あたりで、マンション管理士には概ね以下に示し

た業務をお願いされるという傾向があることが見

えてきました。

①相談業務

②顧問業務（日常運営等のコンサルタント業務）

③管理規約等の見直しのコ ンサルタント業務

④管理委託契約の見直しのコンサルタント業務

⑤大規模修繕工事のコンサルタント業務

⑥管理者や監査人、管理組合役員等の業務

ほかのマンション管理士に確認してみても、だ

いたい同じで、これらの業務を常時いくつか重任

している、そんな状況にあるようです。

0相談業務

法律でも「相談に応じJ とあるように、相談業

務はマンション管理士の主たる業務に当たります

が、文字通り、管理組合からの「相談を受けて」

初めて業務が始まるもので、何の相談も受けてい

ないのにマンション管理士自らが進んで支援の手

を差し伸べるということはありません。

管理組合の理事長の方や役員の方、あるいは区

分所有者の方からの相談に対して、回答したり、

助言を行ったりするわけですが、この相談には「完

結型」と「継続型」という二つに分類することが

できます。

「完結型」の相談とは、今日初めてお会いして、

1 時間とか30分とかという相談時間内で、「こう

いうところを押さえれば大丈夫だと思いますよ」

という最低限のアドバイスを授ける、そういう前

提で対応します。

これに対して、「継続型」の相談というのは、

相談を受けた段階で継続的な助力が必要である、

と判断されるような、時間をかけてお話を聞きな

がら、段階的に継続してアドバイスをする必要が

あるものです。 この点が、「完結型J と大きく異
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なります。

一般的に、無料相談会などの場で行われる相談

は、基本的に「完結型」です。その無料相談会自

体が二度と行われないかもしれないわけですから、

可能な限りその場で解決策が授けられなければい

けません。 対して、マンション管理士事務所を開

設し、マンション管理士として事業を行っている

ところに舞い込んだ相談であれば、詳しくお話を

伺ったうえで、継続的な助力が必要ということに

なれば、「継続型」で対応していくことになります。

このように、相談対応というのは、二つに分か

れるということを、知っておいていただけると良

いかと思っております。

0顧問業務

ここで言う顧問業務は、年単位の契約に基づい

て、主に管理組合の日常の業務運営に関するコン

サルタントを行う業務です。 よくあるケースとし

ては、理事会に同席をして助言指導を行い、リア

ルタイムで管理組合の運営状況を把握することに

よって、何か問題が起きそうになったら、相談に

応じてすぐに助言指導を行えるような態勢を作っ

ておく、ということです。

大きな団地になりますと、懸案も多くなるで

しょうし、相談される理事さんの人数も多くなっ

たりして、一つの相談に対しでも、的確な回答を

申し上げることができないケースが出てくること

もありますが、管理組合の運営全体に常にアンテ

ナを張り巡らせておくことで、何らかの問題が発

生しそうになったときに、事情を伺ったり、規約

や総会などの資料を見せていただき、問題が顕在

化する前の速やかな対応ができます。

管理組合として判断に迷うときあるいは問題が

生じたときに、マンション管理士に対してその都

度、助言、指導、その他の援助、相談に対する回

答を求めれば、マンション管理士は都度、状況を

把握してから回答しますので、回答するまでに時

間を要します。 場合によっては、「追加で資料を

出してください」ということになる可能性もあり

ます。 また、問題が起こる都度ご相談いただいて

相談料や業務費をお支払いいただいていたのでは、

それなりに費用もかさんでくることになります。

そこで、顧問契約を結ぶと、マンション管理士は

管理組合の運営状況をリアルタイムで把握、共有
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させていただくことができますので、スピーデイ

な対応が可能となり、なにより、契約期間内ならば、

何を何十回聞いても良いわけですから、費用も

リーズナプルになるという関係になるわけです。

一方で、 1 年間の顧問契約をしたのだが、急病

などの健康上の事情で契約を中途で終わらせなけ

ればならなくなる、といった可能性も考えられま

す。 このような場合を想定して、契約金額は年額

ではなく月額で設定している例が多いのではない

かと思われます。

0コンサルタント業務

三つ目と四つ目の、管理規約等の見直しをしよ

う、あるいは管理委託契約の内容を見直したい、

という管理組合がある場合、その管理規約あるい

は管理委託契約の見直しというものは管理組合の

事業として行われますので、コンサルタントとし

てその事業運営をサポートすることになります。

五つ目は、管理組合として実施の必然性が最も

高い事業、つまり絶対に行わなければいけない大

規模修繕工事の事業のコンサルタント業務です。

マンション管理士は必ずしも技術者ではありませ

んので、大規模修繕工事という十数年に 1 回の一

大事業を管理組合が執り行うにあたって、マン

ション管理士が事業運営全体のコーデイネーター、

コンサルタントを務めていく役回りだとお考えく

ださい。

以上、①から⑤までは、あくまで第三者として

助力することが、対外的にも内部的にも明らかな

関係ということになります。

六つ目については、昨今話題となっていますが、

例えば、管理組合役員のなり手がなかったりする

場合に、外部から管理組合の役員、あるいは管理

者を起用しようというような考え方があり、そう

いうニーズに対応する業務です。 そして、この場

合に限っては、管理組合運営上の当事者として助

力することになります。

0管理組合という組織

管理組合という組織の特性と現実として、まず

基本的に本業をお持ちの方々の組織、集団である

ことが挙げられます。 それから、 専門的知識が十

分ではない場合が多いといえます。 もちろん、個々

の区分所有者の単位では、優秀な方々がたくさん

おられますが、管理組合という団体として専門性

を担保しているかと言うと、決してそうではない。

そうかといって、区分所有者の方全員が均ーなレ

ベルでマンション管理に関する専門的知識を習得

するような事はなじまない組織です。 専門的知識

の習得など、勉強、学習というものを苦にするこ

となくできる方もいらっしゃれば、「苦手だ」、「と

てもそんな時間ない」と思われる方もおられる。

一般的には後者の方のほうが多いのではないで

しょうか。

ただし、管理組合は団体・集団ですから、マン

パワーはそれなりにあります。 従って、組合員の

方の英知を結集するということは、容易にできる

わけですけれども、ここで一つ問題なのは、特定

の方に負担がかかり過ぎるようなことには、決し

て小さくない問題があるということです。

皆さまも「そうだ」とお感じになるのではない

かと思いますが、引き受けてくださる方がいらっ

しゃると、どうしてもその方のご厚意に甘えてし

まいがちになります。 引き受けられる方も、最初

のうちは悪い気はしないのですが、いつのまにか

やってくれる人が他にいなくなり、何年も続けざ

るを得なくなっているという方に、ご相談を通じ

てお会いすることがあります。 これなどは、特定

の方に過度の負担がかかってい典型的な例であり、

大いに問題です。

みんなで役員を交代でやる、といった取り決め

はしていないとしても、業務分担というものを考

えれば、お一人にだけ負担が集中するというのは、

明らかに不公平といえます。

そして、この組織の特徴である「主体性」につ

いて、マンション管理適正化法でも適正化指針で

も提唱されていますが、ここで言っている「主体

性」には、「自主性J とか「積極性」といったも

のも含まれております。 この「主体性」のある運

営というものは、極めれば極めるほど、役員の心

身負担というものが大きくなります。

例えば、「管理会社に管理委託しているのだから、

全然、負担は大きくならないはず」と考えてしま

いがちですが、本来は自分たちでやるべきことを

管理会社にお願いしているのであれば、役員とし

ては、管理会社がきちんとやってくれたどうかを

チェックしなければいけない。 委託する業務が増

特集 1 管理組合の運営にマンション管理士を活用する方法

えれば増えるほどそのチェックの量も増え、結局、
業務負担が大きくなるということです。

そうした中で、そのチェックも極めていこうと

しますと、得てして、そういう役員活動に耐えら

れる特定の方、はっきり 言えば、できる方にしか

役員が務まらない。 やってくださる方がいるなら、

「その方にお願いしたいわよね」と、「本当に申し

訳ないのだけど、私たちには無理なんだから、お

願いせざるを得ないのよ」という運営に陥ってし

まいやすい組織だということです。

そういう管理組合という組織の特性、現実も踏

まえた上で、顧問契約の効果について、 二つの視

点から考えてみましょう 。

0顧問契約による効果

まず、日常の業務運営の視点からですが、例えば、

皆さまが新たに任期 1 年または 2 年の役員に就任

された場合を想像してください。 そしてその時に、

マンション管理士と管理組合が顧問契約をするこ

とになった、という前提です。

顧問契約を締結しますと、まず、日常の業務運

営として、月例理事会にマンション管理士も毎回

出席します。 そうしますと、管理組合としてその

場での助言が受けられます。 そのほか、理事長さ

んあるいは担当理事さんは、個別の相談があれば、

いつでも相談でき、適宜、助言を受けられる 。 そ

ういった日常的な助言を、その管理組合の運営に

すぐに活かしていただくことができることになり

ます。

一方で、顧問のマンション管理士は、リアルタ

イムで理事会の運営状況を把握、共有させていた

だくことができ、それを通じて、生じた課題等に

対する解決方法を、適宜、迅速に助言することが

できます。 そうしますと、そのような共有体制が

ない場合と比べて、きわめて短い時間で問題解決

に繋げることができます。

また、課題の解決と同じ視点になりますが、理

事会において懸案事項や課題の解決に取り組もう

としたとき、ほかにも同じような問題が起きてい

るマンションがあるのではないか、そして、その

時にどのように対応したのか、といった事例を調

べようとしたときに、顧問マンション管理士を通
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じて知りたい事例の収集・提供を受けられること

で、解決の選択肢も広がります。

そういった情報提供の中には、当然、理事会が尽

くすべき注意というものに対する要点も含まれます

ので、それらを含めた助言を適宜得ることで、効率

的に解決策を検討し、実行することができます。

ほかにも、日常の業務を運営していく過程で、

長期修繕計画を見直したい、あるいは修繕資金計

画を見直したい、次の総会に修繕積立金の改定を

提案しなければいけない、といったような、当初

は予想してなかったような事が起きたときには、

日常の業務運営の中で短期・中期的なコンサル

テイングを受け、成果を上げることもできます。

もちろん、ここで言う短期・中期的なコンサル

ティングは、顧問料として設定される費用の中に

含まれる範囲内で対応することになります。

次に、長期的な管理組合運営の視点から見た場

合の効果についてです。

まず、新たに役員に就任した方にとっては、専

門知識の習得等に煩わされなくて済みます。 なぜ

かといえば、専門家と契約しているからです。 そ

の結果、全く分からない事をーから勉強したり、

考えたりしていかなければいけないといった任期

中の心身負担は相当軽くなります。 このことは、

どなたが役員に就任しでも、過度の負担なく管理

組合を運営できる、という「運営の継続性」の確

保につながります。

継続性に対する配慮がされますと、全ての組合

員の方が安心して、役員を引き受けることができ

ます。 「担ってくれる方、頑張ってくださる方が

いるなら、お願いしたい」というのは、裏返せば、

「自分に同じ事を期待されても、絶対できない」

という思いがあるのではないかと思います。

役員に対して過度の負担がかからない管理組合

の運営になれば、今までは「順番ですから、そろ

そろ来年あたり役員をやってください」とお願い

されて、「怖くて引き受けられない」 というよう

な状況はなくなり、多くの方が無理なく役員を引

き受けられるのではないでしょうか。 極端な話を

すれば、区分所有者全員が、輪番制あるいは順番

制によって役員を引き受けてくださるならば、役

員就任という業務を、公平に分担でき、すなわち
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組合員聞の公平性が確保されることになります。

次に、顧問契約による日常の業務運営の効果に

ついて、長期的な視点から考えてみます。

どのマンションでも必ず実施する時期が来る大

規模修繕工事をはじめとする特別な事業運営など、

非日常的な業務運営が生じた際に、コンサルタン

ト業務を依頼しようとした場合、日常の業務運営

に関する顧問契約をしていれば、同じマンション

管理士に安価な費用を追加負担することで、助言

を受けられる可能性もあるでしょう 。

私が契約しているマンションでは、ほほ全て、

自分が顧問として関与しているときに、大規模修

繕工事が行われましたが、そのときにも、日常の

基本契約があったため、合理化を図れた部分が

多々あり、大規模修繕工事のコンサルタント業務

だけを単体で受託する場合と比べて、安価な費用

で対応させていただくことができました。 ほかに

も、検討の進め方の立案から事務局業務の代行を

含め、効率に優れる事業運営を実施することがで

きました。

特に、管理委託契約の見直し、あるいは大規模

修繕工事の事業といったものは、外部の業者さん

の見積参加を伴う 事業であり、これを行うにあ

たっては、エントリー会社との連絡調整を行った

りする「管理組合の臨時事務局」のような機能が

求められます。

これを管理組合の関係者、役員さんなどが対応

しようとしますと、仮に、自分は絶対にそんな間

違いは起こさない、絶対に気を付けてやっていこ

うとは思っていたとしても、営利企業が相手です

から、いろいろな事を言ってきたり、やってきた

り、時として変な誘惑がないとは言いきれません。

また、参加しようとする事業者に、「役員宅を営

業訪問してはいけない」と言っても、平気な顔で

訪問してくる場合もあるわけです。 一方、事務局

となった役員さんの立場からしてみれば、いざ営

業訪問などに直面させられると、なかなか毅然と

追い返せないものです。

そういうときに、他人が事務局を代行していれ

ば、「それはルール違反ですから、あなたの会社

は即、失格にします」ということを、 堂々 と 言っ

てあげられるわけです。 連絡窓口を全部、マンショ

ン管理士のところに一本化して対応してもらい、

管理組合には、対応した内容を逐次、理事長、ま

たは担当理事さんに報告するということになるわ

けです。

0顧問費用の考え方

顧問業務の費用をどのように考えるかについて

ですが、いわゆる「工数×単価」といった「基

本的な考え方」があります。 「工数J はどういう

業務を依頼受けるかによって変わり、「単価」は

マンション管理士によって違います。 マンション

管理士も一応事業者ですので、例え「目安」とい

えども、団体としてそういったものを示してしま

いますと、たちまち公正取引委員会の目に留まり、

大変な事になりますので、ここでは考え方のみを

お話しいたし、その先もご関心があるようでした

ら、一度、マンション管理士にお問い合わせを頂

きたいと思います。

日常の業務運営の顧問業務の場合、顧問料の積

算の考え方には、管理会社に管理を委託している

場合と、いわゆる「自主管理」、管理事務をご自

分たちでやっている場合とで、違っ てきます。

管理会社に、基本的に全面的に管理を委託して

いる管理組合との顧問契約の業務の場合、業務項

目としては、総会や理事会に出席しての必要な説

明や意見具申があり、会議開催の前後には、議事

録の案文、素案のチェックや補正への助言などの

業務があります。 それから、日常的に理事長さん

や担当理事さんからのメールや電話、ファクスと

いった通信手段を通じて行われるご相談への対応、

あるいは管理会社との連絡調整。 そして、短・中

期的、中・長期的なコンサルテイング業務。 これ

らの業務全体で 1 カ月にどのくらい時間を使うか、

これが「工数」となります。 これに 1 時間あたり

いくらという「単価」 を掛け算したものが「個別額」

となります。 ここに「基本額」として、理事会の

運営状況をリアルタイムで把握・共有させていた

だしあるいはそういう態勢を構築するといった

基本的な業務に対する費用が入ってきます。 そし

て、多くの場合は、これに公共交通機関を利用し

た場合の運賃相当額といった「必要経費」が加わり、

全体の費用の内容が明らかになります。これらを

足し上げ、実費精算となる交通費以外の部分に消

費税を加えたものが、管理会社に委託契約してい

る場合の顧問契約料となります。

| 特集 1 管理組合の運営にマンション管理士を活用する方法

マンション管理士の報酬額、または業務報酬の

提示というのは、基本的に同じ考え方に基づいて

行われていると思います。

次に、いわゆる自主管理のマンションの場合、

どういう業務項目、また月間想定作業時間になる

のかということですが、委託管理マンションに対

して助力させていただく内容と、自主管理のマン

ションに助力させていただく内容とでは、全く違

います。

自主管理のマンションでは、管理会社に委託す

るような業務を、法律に抵触しない範囲でマン

ション管理士が担うことになります。 一例として、

会計管理の補助ですとか、理事会運営の補助、総

会運営の補助など、前出の①から⑤で示した項目

だけでもかなりの時間を↑吏うことになります。

他にも、理事会で独自に行える業務や一次対応

ができる業務があるのかないのか、管理員さんと

いった一次窓口のような方がいらっしゃる場合と、

いらっしゃらない場合などによって、「基本額」

のベースとなる「工数J の考え方が違ってきます。

そういった管理組合の状況をよく聞き取りした上

で、「業務項目」と「想定作業時間数」を考える

必要がありますが、その後の考えは全く同じです。

一般的には、自主管理マンションの方が、管理

を委託しているマンションに比べると、顧問料は

やや高いと思われます。 なぜなら、想定時間数の

違いを比べても明らかな通り、実働時聞が格段に

多いからです。

0管理規約の見直しコンサルタント業務

管理規約等の見直しのコンサルタント業務は、

管理組合が規約や細則を見直す、あるいは、今ま

でなかった細則を新たに作る、そういったものを

含む見直し作業を行うために必要な業務を補助し

ながら、理事会の説明責任の完遂をサポートする

ものです。

例えば、規約改正検討委員会のような、専門委

員会やプロジェクトチームを置くということにな

れば、そういった専門委員会やプロジェクトチー

ムの運営といった事務が生じるわけです。 さらに、

長年にわたって見直されていなかった規約を見直

そうということになれば、現在の規約が設定され

た経緯を、 資料を遡って調査したりする事は、決
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して珍しい事ではありません。 このような業務を

サポートしたり、規約改定案や要約説明資料など

の素案を作ります。

ある程度の規模以上で規約を見直す場合には、

改正前後の規約の比較表だけではなく、今のまま

の規約にしておくと今後どういう問題を生じるの

か、そのためにどういった検討－を行ったか、その

結果、どういった改定をするのか、といった改定

までの経緯や改定理由などの要点をまとめた説明

文書が、絶対といっていいほど必要になります。

これを作るのは結構大変な作業となります。

加えて、規約の改定というのは、総会の議決要

件、いわゆる特別多数決議になりますので、区分

所有者に対する説明が十分ではなかったり、事前

のアナウンスが十分で、はなかったり、といったよ

うな状況で、いきなり総会に改定案が上程される

ようなことになれば、大きな混乱が生じかねませ

ん。 このような場合、総会に先立つて説明会を聞

き、ここで区分所有者に対して改定案の概要につ

いて説明を行い、質疑にも対応するというような、

機会を設けることがよくあります。 そして、総会

に上程するにあたり、積み残したことはないかの

チェックや、資料作成も行わなければならない。

こういった事業運営を、全面的に管理組合の皆

さまだけで対応していこうとすると大変な負担で

はないでしょうか。 そこで、 『来年、規約の見直

しとかが予定されているから、マンション管理士

の活用でも考えてみるかJ と思っていただくと、

ありがたく思うわけです。

また、規約の見直しの事業では、理事会が組合

員に対して尽くすべき説明として、検討の経過や、

改定案の通りに規約を改定することが「最良と判

断したJ 理由がここでも必要になるわけです。

そのほか、法律の変遷などに関する説明が必要

になることも珍しくありません。 例えば、昭和58

年に区分所有法が大きく改正され、 「団地管理組

合による団地内建物の一元管理」というものが制

度化されました。 改正前の法律の考え方としては、

たとえ共有の土地の上に存在していても、建物は

建物毎に管理することしか観念されておらず、一

元管理は「各団地の規約に基づく独自の方法」で

した。 ケースによっては、そうしたことまでの説

明が求められる場合もあります。

こういった法律の変遷に関する説明が必要に
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なったときに、ご自分たちだけで対応しようとす

ると、かなり大変だということにもなるわけです。

そういう説明を尽くすために、マンション管理士

を活用しよう、となるわけです。

費用の考え方については、顧問費用の考え方と

同じで、「工数×単価」になります。

全 くのゼロから、規約の見直しを初めて行う、

という管理組合を例としますと、規約改定に初め

て取り組むのであれば、まず、プレ勉強会の開催

を提案するケースが多いです。

それから規約改定案を作り、規約改定説明会資

料などの素案を作り、さらに会議の都度、加除修

正に対応する作業が必要です。 さらに、「細則を改

正しなければいけない、あるいは新しく細則をつ

くらなければいけない」ということになれば、そ

の分の作業時間も考慮します。 他に、専門委員会
組織や理事会、規約改定説明会への出席、説明、

質疑の対応補助などが工数算定の対象となります。

O管理委託契約見直しコンサルタント業務

次に、管理委託契約の見直し事業を行う管理組

合へのコンサルタント業務です。

そもそも管理委託契約の見直しの事業の内容と

しては、管理委託先のマンション管理業者との管

理委託契約の内容や管理体制などについて、より

小さい費用負担で大きな効果を上げることができ

る委託管理を実現するために見直す必要があるの

ではないか、との考えに基づいて実施されること

になります。 そうなると、今の管理会社とほかの

会社を比較する方法をもってしか比較できません。

実際にこの事業を実施するのはかなり大変です

が、管理組合が管理会社との信頼関係の仕切り直

しの視点から、ぜひ一回やってみようということ

になったとき、外部の専門業者の見積参加を伴う

事業になりますので、ご依頼があれば、臨時事務

局の代行などを含めてサポートすることになりま

す。

主な業務として、管理状況の把握や分析を行う

とともに、今の管理会社との管理委託契約内容に

満足できない部分があれば見直し、それらを反映

した新たな管理業務仕様を立案します。

それから、現在の管理委託会社との比較のため

に事業参加協力会社を探さないといけません。 方

法としては、業界紙などに公募広告を出して探す

あるいは、管理組合側から会社を指名してエント

リーしてもらうなどの方法があります。

また、外部業者の見積参加を伴いますが、きち

んとした比較ができる見積を提出してもらうため

には統一仕様書を作成する必要があります。 さら

には、事業参加協力会社にマンションの現況を調

査してもらうことも必要ですし、現況調査が終

わっても、初めてそこでマンションを見たわけで、

いろ‘いろ質問があるでしょうから、その質疑対応

もしないといけません。

そして、各社から出してもらった見積書を比較

するときにも、「価格」だけでは決められるはず

はなく、「品質J を吟味しなければなりません。

そのためのヒアリング選考会の開催運営もしなけ

ればいけない。

それらを踏まえて得られた結論を、事業報告書

または総会議案説明書という形にまとめる作業が

必要です。 そして、現在の管理会社と管理委託契

約を継続する、あるいは別の管理会社と新たに管

理委託契約を締結する、どちらの場合でも、新た

な管理委託契約を締結するためには、行わなけれ

ばならない業務が結構多いものです。

管理委託契約の見直しの事業で、理事会が組合

に対して尽くすべき説明については、これまでの

説明と同じで、その管理会社への委託が最小の費

用で最大の効果を上げる委託管理になると判断し

た理由と、その結論に至った検討経過も添える必

要があります。 具体的には、 ①現在の管理会社と

他の管理会社が見積もりに参加する事業を、公正、

透明、適切に実施した、という経過の説明と、 ②

その会社、今の管理会社かもしれないし、違う管

理会社かもしれないですが、そこに管理委託する

ことが、価格と品質の両面において最良と判断し

た、その検討経過と理由、この 2 点は確実に必要

になります。

皆さまの管理組合において、こんな事業はしな

いに越したことはないのでしょうけれども、もし、

本当にやらなければいけないような状況になった

場合に、お気を付けいただきたい事がいくつかあ

ります。

その事業を行わなければならなくなる理由には

いろいろな背景や歴史的事実があり、経済・経営

| 特集 1 管理組合の運曽にマンション管理士を活用する方法

的な視点から実施されることも結構あります。 例

えば、コスト削減といった名のもとに実施される

こともあるでしょう 。

単にコストを削減したいだけなら、本当に価格

の安い所にお願いすれば良いだけですが、実施前

と比べて委託費が減額されて安くなりましたとい

うことだけでは、事業の成果の説明として、管理

組合として組合員の納得はまず得られないと思い

ます。 安くても品質を満たす会社だと判断した、

といった説明が添えられていなければ、「理事会、

専門委員会はどのように判断したのか？」という

ご質問や、「事業の成果の報告になってない」と

いう厳しい指摘を受けることになります。

例えば、複数の管理会社から見積書を取り寄せ

て比較するだけの事業であれば、役員さんたちだ

けでも十分できるわけです。 それをなぜ、わざわ

ざ専門家にコンサルタント業務費を払ってお願い

してまで実施したのか、こういう点に気を付けて

説明しなければいけない。 せっかく成果を上げた

のですから、理事会、専門委員会の皆さまが、組

合員の方々から厳しいご意見や質疑を頂いたりし

ないように、本当に気を付けてサポートさせてい

ただく必要がある事業です。

そして、この業務のコンサルタント報酬の積算

の考え方はこれまでと全く同じです。

現在の管理に対して、自分たちはどこに、どう

満足できないのか、または不満があるのか、といっ

た現状把握と、それならば、どういう管理を望む

のか、単純に、もっと管理費用を安くしたいとい

うだけではなく、品質が伴っていることをきちん

と説明できる方針が決まらないと、この事業は実

施できません。 その素案の作成サポートがありま

す。 その上で、事業参加協力会社がないと比較で

きませんので、業者との連絡調整や選定などを行

う臨時事務局の代行の業務も行います。 そして、

各社から見積もりが提出されたときは、その妥当

性の検証や会社へのヒアリング、品質の検証など

のお手伝いをします。

そして、新たな管理委託契約の締結に関する業

務として、総会の議案説明書あるいは事業報告書

の作成があります。

これらの作業に要する時間を積み上げたものが

「工数」になります。

工数は、マンションの規模の大小の影響を受け
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ますが、コンサルタント業務の内容自体は、マン

ションの規模の大小に関係なく、ほぼ同じと考え

てよいと思います。

0大規模修繕のコンサルタン卜業務

大規模修繕工事のコンサルタント業務の内容につ

いても、最大の目的は、最小の費用で最大の効果を

上げる大規模修繕工事を実施したい、ということで

しょう 。 そこに、マンション管理士の支援を得なが

ら進めたい、ということが加わるわけです。

大規模修繕工事の事業も、 子 外部の専門業者の見

積参加を伴う事業なので、臨時事務局の業務を担

当することになりますが、委託管理とは違い、管

理組合の中で動く金額が非常に大きく、ちょっと

した規模だと費用が1億円以上ということも珍し

くありません。 そういった巨額の資金を投じて行

う事業の最大のパートナーとなる施工業者のほか

設計事務所を、いかに気を付けて選んでいくかと

いうことのお手伝いです。

マンション管理士は、基本的に設計に携わらな

ければ、施工にも携わりませんので、当事者性を

有しない立場から、全体のコーデイネーターとし

て、このコンサルテイングを実施することに意義

があります。

その上で、管理組合が行うべき主な業務である

大規模修繕委員会などの専門委員会の設置や会議

運営のサポート、建物診断や工事監理を行う設計

事務所や施工業者の選定、工事実施計画案の作成、

広報の作成や総会・理事会等の運営などの補助を

行うのが、マンション管理士の役目です。

次に、大規模修繕工事の事業について、理事会

が組合に対して尽くすべき説明の内容ですが、こ

れは、「設計・監理方式」という方法を採る場合

と、「設計施工J、「責任施工」といわれる方法を

採る場合とで異なります。 例えば、「設計・監理

方式」とは、「設計・監理J と「施工」を行う事

業者を、それぞれ別々の事業者にする、それによっ

て、品質管理をきちんとやっていくという方針の

下に行う場合です。 この場合は、例えば、「設計・

監理はA設計事務所に発注し、施工はB工事会社

に発注することが、私たち理事会としては、最小

の費用で最大の効果を得る大規模修繕工事になる

と判断いたしました」と明確な説明ができて、組

合員の皆さまにも納得していただけることになり
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ます。

説明において特に注意をしなければいけないの

は、管理委託契約に基づく管理委託費の場合、 1 

カ月あたりの委託費は結構高いです、というとこ

ろでもだいたい数百万円ではないでしょうか。 こ

れに対して、大規模修繕工事の場合は、事業 1 回

で数千万円、規模によっては数億円というケース

もあるわけですから、公正性、透明性、適切性を

満たしてきちんとやりました、という説明を明確

に行う必要があります。 その上で、設計監理業務

や、工事の施工をお願いする業者を、価格・品質

の両面で検討して最良の事業者を選んだ検討経過

と理由をきちんと説明できる事業運営、最終的に

は総会の議案書の作成などをマンション管理士が

サポートさせていただきます。

業務報酬の積算の考え方ですが、マンション管

理士が助力させていただく事は、設計者選定の補助、

これは設計事務所や建物診断など、設計の業務を
お願いする設計事務所を公募などの方法で複数を

比較しようというときに、この業務が生じます。

次に、工事会社を選ぶときには、形式上ですが、

見積参加条件のハードルをきちんとクリアしてい

る会社であるかを書類で審査する一次選考、これ

をクリアした会社に見積書の作成を依頼して、複

数の見積を比較するのが二次選考。 そして、見積

合わせの結果、品質を検証してみたいと思った会

社を呼び、ヒアリングによる最後の選考をするの

が三次選考、という、この 3 段階選考方式で工事

会社の選定が行われる場合が大半かと思いますが、

そのすべてを補助します。 これらに関連する各種

の書類作成や、文案作成なども含まれます。
ほかに、大規模修繕委員会などのワーキンググ

ループの会議に出席しての、説明や必要な助言、

会議録の素案作成などのご依頼があれば、それに

も対応します。 また、ここでも臨時事務局の代行

の業務を行いますが、管理委託契約の見直しの事

業などと比べて、事務局として対応する事も多く

なります。 これらの業務に要する時間を累計して

「工数」を算出します。

0 「当事者J としての専門家の活用
最後に、管理組合の役員や管理者など、管理組

合運営上の 「当事者」として、マンション管理士

を活用する場合です。

特徴としては、コンサルタントのような 「他人」

「第三者」としてではなく、法制度上や規約上の「当

事者」として、管理組合の運営に助力する、とい

うことです。

例えば、数年前から言われていますが、「第三

者管理者方式」と呼ばれる管理があります。 また、

管理の実施方法、つまり委託管理・自主管理の別

にそれぞれ「理事会廃止型」と 「理事会併存型」に、

パターン分けができます。 「理事会廃止型」の場

合は、理事会の機能をマンション管理士が丸ごと

代替します。理事会というのは、合議制の機関です。

複数の理事さんたちが合議して、管理組合として

の具体的な業務を執行していくわけですが、その

理事会がない場合、管理組合の業務執行の判断は、

特定の管理者一人に委ねられることになります。

「理事会併存型J の場合は、理事会が存続してい

る中で、特定の業務を管理者のマンション管理士

が遂行することになります。

「当事者」としての専門家の活用がどうして考

えられるのか、なぜ、コンサルタントではだめな

のか、ということですが、専有部分の賃貸化や役

員の高齢化などによる役員のなり手不足などの要

因もありますが、コンサルタントすなわち第三者

として活用されている限り、マンション管理士

は、管理組合に対して最終責任までは負わない立

場にありますが、 「当事者」として活用すること

で、最終責任まで負わせることができる、という

メリットが管理組合側にあることになります。

もっとも、このような外部管理者の起用を考え

る管理組合というのは、コンサルタント活用の条

件や、専門家活用の条件などを照らし合わせて、

いろいろ試行錯誤しでも万策が尽きた、自分たち

だけではどうしようもない、という運営状況にあ

ることは理解できるかと思います。

そのうえで、それ以前の基本的なことになりま

すが、管理組合の運営体制というと、通常は役員

理事会制度による運営です。 管理組合の最高意思

決定機関である総会で、理事・幹事を選任し、理

事たちは理事会を構成し、理事長、副理事長、会

計担当理事を互選し、理事長となった方は、区分

所有法に基づく管理者の地位に就く、ということ

になります。

これに対して、第三者管理者方式と呼ばれるも

ののパターンの一つ日が、役員理事会制度廃止型

という方式です。 「理事会」の機能が、そのまま

特集 1 管理組合の運宮にマンション管理士を活用する方法

「管理者」に置き換わります。 今までは理事の合

議で意思決定してきた具体的事項を、管理者が全

て行っていく 。 ここで管理者に求められることは、

一事が万事につき、組合員の立場に立って、「こ

うすることが最良と判断したJ という理由を全て

説明することであり、その責任が生じるというこ

とです。 これが理事会廃止型、理事会機能を代替

するパターンです。

三つ目のパターンは、一般的な役員理事会方式

と似ていますが、理事長のほかにもう 一人、「管

理者」を選任し、その管理者が行う特定の権利義

務あるいは職務を管理規約で規定して、その特化

した業務執行にあたらせる方式です。

ただし、外部の専門業者などと契約を結ぶとき

に、例えば、理事長以外の管理者と契約したが有

効なのだろうか、と言った心配を生じさせないよ

うにしないといけませんので、規約で職務分掌の

内容をきちんと定める必要があります。 また、組

合員との関係において、特定の職務分掌、管掌事

項をこの者にあてがうことを最良と判断した理由

を説明できるようにしておかなければならないこ

とは当然です。

そして、理事会廃止型を導入して管理組合の管

理者の業務をお願いする場合、どのくらいの費用

がかかるのかと聞かれることがよくありますが、

管理者としての業務については、コンサルタント

業務のような、「工数×単価」の考えに立脚して

説明することが、なかなか難ししこの形式での

業務を提案させていただくときには、業務項目の

みを示して、計算書は「一式いくら J といった総

額で示す方法にならざるを得ないのが実状です。

関連して、管理組合の管理者として対応すべき

業務というのは、大体、以下の 8 つに分けられます。

1. 規約等で、管理組合が行うべき業務として定

められた業務の執行

2. 総会において決議された事項の執行

3. 規約等で、管理者の職務として定められた事

項の実行

4. 1 から 3 のほか、本物件の管理に関し、管理

者として対応すべきことが定められた事項へ

の対応
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5. 管理組合の預金口座に係る印鑑及びその他の

印鑑の保管

6. 管理業務を委託する専門業者又はその他の専

門業者等との打合せ等の対応

7. 管理組合の組合員からの報告、連絡、相談事

項への対応

8. その他、管理組合の管理者として行うべき業

務で、上記に含まれない業務の一切

まず、管理組合の業務の執行は、管理者が全面

的に行っていく必要があります。 また、総会で決

議された事項を実行することも管理者の法律上の

職務ですし、規約等で「管理者の職務」に定めら

れている事項があれば、それもやらなければいけ

ない。 4 の業務で代表的なものとして、管理会社

からの組合に対する重要事項説明や事務の報告へ

の対応は、管理組合の管理者の当然の役目という

事になります。

ほかに、管理会社が「保管口座」と呼ばれる口

座の通帳と印鑑を同時に保管することは、基本的

に禁止されていますので、保管口座の印鑑などは、

管理者が責任をもって保管するしかないだろう、

ということです。 7. の管理組合の組合員からの

報告、連絡、相談事項への対応も、理事会があれ

ば理事会で対応することになることを含めて、役

員理事会方式によって運営されている場合に理事
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会が対応するものは全部、管理者が対応すること

となります。

以上のような関係下において、それぞれの業務

に要する「工数」を算出するのは難しく、「一式

提示」とせざるを得なくなるというわけです。

0終わりに

マンション管理士を活用していただくための方

法と、その費用の積算の考え方などについて、お

話をしてまいりました。 皆さまの管理組合でも、

具体的なお困り事があれば、また、可能ならばお

困り事が生じる前に、ぜひマンション管理士の活

用を考えていただくきっかけになれば、幸いでご

ざいます。

| 特集2 マンション標準管理規約の改正について

E望

マンション標準管理規約の改正について

国土交通省住宅局市街地建築課 マンション政策室

ン標準管理規約（複合用途型）」を地方公共団体

1 .改正の趣旨 及び関係団体に通知するとともに、平成28年 3 月

14 日、「マンションの管理の適正化に関する指針

マンション標準管理規約（以下「標準管理規約」 の一部を改正する告示」 を官報公布した。

という 。）は、管理組合が、それぞれのマンショ

ンの実態に応じて管理規約を制定、変更する際の 2. 改正の概要

参考として、作成、周知しているものであり、こ

れまで、マンションに関する法制度の改正やマン

ションを取り巻く情勢の変化等に対応して見直し

を行ってきたところである 。

今般、マンション管理の諸問題として、高齢化

等を背景とした管理組合の担い手不足、管理費滞

納等による管理不全、暴力団排除の必要性、災害 ・

時における意思決定のルールの明確化など、様々

な課題が指摘された。

このような課題に対応した新たなマンションの

管理ルールについて検討すべく、平成24年 1 月に

「マンションの新たな管理ルールに関する検討会」

（座長：福井秀夫政策研究大学院大学教授）が設

置され、マンション標準管理規約の改正を念頭に、

マンションの管理ルールに関する幅広い論点につ

いて議論が行われ、平成27年 3 月に報告書がとり

まとめられた。

同報告書で提言された内容を踏まえて、国土交

通省において、「マンション標準管理規約」及び

マンション管理適正化法に基づく「マンションの

管理の適正化に関する指針」の改正案を作成した。

これについて、平成27年10月 21 日から 11月 19 日に、

パブリック・コメントに付したところ、 125提出

者から、 760件の意見が寄せられたため、国土交

通省において、寄せられた意見を踏まえた再検討

の作業を行い、必要な修正等を行った上で、平成

28年 3 月 14 日、改正後の「マンション標準管理規

約 （単棟型）」を、また、平成28年 3 月 31 日、「マ

ンション標準管理規約（団地型） J 及び「マンショ

(- 1 外部専門家を役員として選任できること
とする場合の規定例の整備等

マンションの高経年化に伴い、大規模修繕や

改修等の専門的知識や多額の資金の取扱いを要

する業務が増加する一方、区分所有者の高齢化

等に伴い、役員のなり手不足等の問題に直面す

ること等に鑑み、必要に応じて、外部専門家が

役員に就任する等の管理方式が選択で、きるよう、

規定の整備を行った。

（主な改正点）

・外部の専門家の活用の意義や考え方を示す（コ

メント全般関係③）とともに、外部専門家が

管理組合の運営に携わる際の基本的な 3 パ

ターンとして、（ 1）理事・監事外部専門家型又

は理事長外部専門家型、（2 ）外部管理者理事会

監督型、 （ 3 ）外部管理者総会監督型について解

説した （マンション標準管理規約別添 1 ） 。

－新たに、「外部専門家を役員として選任でき

ることとする場合」 （上記（ 1 ）パターンを採用

する場合）として、役員の要件から 「組合員

のうちから」との条件を外す規定例（第35条

第 2 項）や、選任方法を細則で定めることと

する規定例（第35条第 4項）等を置いた。

(- 2 管理組合のガパナンスを強化（役員の業

務執行の適正さの確保等）

外部専門家が役員に就任することを可能とす

ること等も踏まえ、改めて、理事会等の管理組
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| 特集2 マンション標準管理規約の改正について [ 

合の運営を適正化する方策について検討を行い、 得した者の既得権益となっている等の指摘が 管理組合に よる計画修繕が速やかに実施でき リ ック ・コメントにおいて、時間的余裕がない

ガバナンスを強化するための規定整備を行った。 あったことを踏まえ、公平な入替え方法等につ ない場合に、細則の定めがなくとも、理事会 場合の専有部分への立入りに係る規定の整備案

（主な改正点） いて解説することとした。 の承認を得れば、各区分所有者が実施できる が示されたが、立入りが認められる場合の範囲

－役員の欠格条項を置く（第36 条の 2 ） とともに、 （主な改正点） こととし、承認を要する工事の範囲や審査の が不明確等の意見を踏まえて改正を見送ってお

第35条第 4 項の細則の内容の例として、外部 －駐車場が全戸分存在しない場合等における、 際の基本的な考え方について、マンション標 り、今般、東日本大震災等を踏まえて再検討し

専門家固有の欠格条項の例を示した（コメン 定期的な入替え制等の公平な選定方法につい 準管理規約別添 2 において解説した（第22 た結果を踏まえ、規定を整備することとした。

ト 第36条の 2 関係②） 。 て、解説を追加した（コメント第15条関係⑦ 条） 。 （主な改正点）

－理事会の職務を新たに規定し（第51条第 2 項）、 ⑧） 。 －共用部分等の管理について、区分所有法の原 －災害等の緊急時における応急的な保存行為は

理事長による理事会への定期的な業務報告の － 空きが生じている駐車場の外部貸しに係る税 則とは異なり、従来から、標準管理規約では、 理事長が単独で判断し、保存行為を超える応

義務（第38条第 4 項）や、理事による監事へ 務上の注意喚起に係る解説を追加した（コメ 保存行為も含めて、原則、管理組合が行うも 急的修繕は理事会で決定すること等とする規

の報告義務（第40条第 2 項）、監事について、 ント第15条関係①） 。 のとしていたが、この趣旨を明確化する（コ 定例を整備した （第21条第 6 項、第54条第 1

理事会への出席義務 （第41条第 4 項）、調査 メント第21条①）とともに、一定のケースを 項第十号・第 2 項等） 。

等の権限（第41条第 2 項）、理事による不正 ③ 専有部分等のリフォームの手続 除いて、理事会の承認を得なければ、各区分 －災害等の場合の緊急措置として、一定の場合

行為等についての理事会への報告義務（第41 高経年マンション等における住宅性能向上等 所有者は保存行為ができないこととする手続 に理事長が専有部分に立ち入ることができる

条第 5 項）や当該報告義務を果たすための理 ためのリフォームの推進のため、専有部分、専 を追加した。 また、各区分所有者が責任と負 こととする場合の規定例を整備する（第23条）

事会招集権（第41条第 6 項 ・ 第 7 項）に係る 用使用権のある共用部分（バルコニ一等）、共 担を負うこととされている専用使用権のある とともに、合い鍵の預かりについては、プラ

規定を整備した。 用部分それぞれについて、各区分所有者が修繕 共用部分（バルコニ一等）の「通常の使用に イパシー等の観点から、各マンションの個別

－役員による利益相反取引の防止のため、当該 や保存行為を行う場合の理事会の承認手続や工 伴う」管理は、保存行為の範囲内とした（第 の事情を踏まえて検討する必要がある旨を解

取引に係る重要な事実を開示して理事会の承 事の範囲等について、合理化・明確化した。 21条第 1 項） 。 説した（コメント第23条関係②） 。

認を得なければならないこととする規定例 （主な改正点）

（第37条の 2 ）や、特定の決議に特別の利害 －区分所有者が行う専有部分の修繕等について、 ④ 暴力団排除 ⑥ コミュニティ条項等の再整理

関係を有する理事が、当該決議に加わること 理事会の承認が必要であるのは、工事の結果 暴力団員の排除に関する社会的要請が高まっ 従来のいわゆるコミュニティ条項については、

ができない旨の規定例（第53条第 3 項）を示 として「共用部分又は他の専有部分に影響を ていること、平成23年改正時のパブリック・コ その定義の暖昧さから、強制徴収である管理費

した。 あわせて、改正指針において、発注等 与えるおそれのある J ものであることを明記 メントでも規定の必要性に係る意見が寄せられ からの自治会費等への支出や、飲食等の不適切

の適正化に関する記述を追加した。 し（第17条第 1 項）、同承認を要しない修繕 たことから、暴力団排除に係る規定例を初めて な支出をめぐって訴訟やトラブルが起きている

－ 主として外部専門家である役員について、業 等のうち、「工事の騒音、振動、臭気等の工 盛り込むこととした。 こと等を踏まえ、削除することとした。

務執行の監視・監督の方法として派遣元団体 事の実施中における共用部分又は他の専有部 （主な改正点） 一方で、いわゆるコミュニテ ィ活動のうち、

等による報告徴収等を例示し（コメント第35 分に影響」について、管理組合が事前に把握 － 暴力団員への専有部分の貸与について、区分 防災・防犯、美化・清掃、景観形成、生活ルー

条関係⑥）、管理組合の財産の段損の防止の する必要があるものについて、事前の届出手 所有者や管理組合が契約解除できる等とする ルの調整など、マンションの管理に資するもの

方法として賠償責任保険への加入等を例示 続を加えた（第17条第 7 項） 。 さらに、管理 条項を、契約書に盛り込まなければならない は可能であることを明確にするため、管理組合

（コメント第37条関係①）するとともに、必 組合が、各マンションの事情に応じてルール こととする規定例を整備した。 （第四条の 2 ） 。 の業務のうち、周辺地域と一体となって行われ

要経費とは別に、報酬を支払うことについて を定める際の参考として、承認又は届出を要 また、敷地内における暴力行為への対応や、 る各業務を再整理することとした（第32条第

の解説を追加した（コメント第37条関係②）。 する工事の範囲や審査の際の基本的な考え方 警察当局等との連携について、解説した（コ 十二号等） 。

－ 理事会について、原則、理事本人が出席し、 について、解説した（マンション標準管理規 メント第19条の 2 関係） 。 （主な改正点）

議論に参加すべきであるという考え方を示す 約別添 2 ） 。 － 専有部分の用途として、暴力団事務所として － 管理組合の業務及び管理費の使途から、「地

とともに、やむを得ない場合について、代理 その他、理事長等が行う立入りや調査に関 の使用等を禁止することについて、解説を加 域コミュニテイにも配慮した居住者間のコ

出席を認める場合の考え方や、議決権行使書、 する解説を追加し（コメント第17条⑬）、承 えた（コメント第12条関係） 。 ミュニティ形成（に要する費用）」を削除し

テレビ会議等による方法について解説を追加 認を受けた修繕等であっても、その工事の結 た（旧第27条第十号、旧第32条第十五号） 。

した（コメント第53条関係①～⑤） 。 果、共用部分又は他の専有部分に影響が生じ ⑤ 災害等の緊急時における管理組合の意思決 －併せて、管理組合の業務（第32条各号）のうち、

－その他、役員の補欠の選任ルールに係る解説 た場合には、工事を発注した区分所有者の責 定・立入りのルール 周辺と一体となって行われる各業務を再整理

の追加（コメント第36条関係④）等、所要の 任や負担が免責されないことを確認的に定め 東日本大震災において、総会の開催が困難な することとし、「風紀、秩序及び安全の維持

規定・解説の整備を行った。 る（第17条第 6 項）等、の所要の規定・解説 ために、被災し危険な箇所の応急的な修繕が遅 に関する業務J （旧十二号）、「防災に関する

の整備を行った。 れる等のトラブルが見られたことから、災害等 業務」 （旧十三号）及び「居住環境の維持及

② 駐車場の使用方法 －専用使用権のある共用部分のうち窓枠、窓ガ の緊急時における管理組合の意思決定のルール び向上に関する業務」（新設）を、新たに「マ

駐車場の使用について、分譲時に使用権を取 ラス、玄関扉等の開口部の改良工事について、 の整備を行った。 また、平成23年改正時のパブ ンション及び周辺の風紀、秩序及び安全の維
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持、防災並びに居住環境の維持及び向上に関

する業務」と規定することとした（第32条第

十二号）。

－あわせて、管理組合の業務（第32条）に要す

る費用は、管理費から支出できる旨、規定を

明確化する（第27条第十一号）とともに、管

理組合が自治会費の代行徴収を行う場合の留

意事項等の解説を追加した（コメント第27条

関係）。

－加えて、管理組合の業務の範囲に関する基本

的な考え方について、解説を追加した（コメ

ント第 6 条関係）。

⑦ 議決権割合

議決権割合は、民法原則に照らせば価値割合
であるところ、区分所有法の制定時、価値の算

定の困難さ等に鑑み、価値割合に近いと考えら

れる専有部分の床面積の割合が原則された。こ

れは、各住戸が比較的均質である場合には妥当

であるものの、近年、超高層マンション等の出

現により各住戸の価値に大きな差が出るケース

も見られるようになった。このような現状を踏

まえ、新築時における一つの選択肢として、価

値割合による方法も提示することとした。

（主な改正点）

・総会の議決権の割合について、新築物件にお

ける選択肢として、住戸の価値割合に連動し

た設定も考えられる旨の解説を追加した（コ

メント第46条関係③）。

⑧ 管理費等の滞納に対する措置

管理費等の確実な徴収は、管理組合がマン

ションの適正な管理を行う上での根幹的な事項

であり、管理組合にとって、滞納管理費等の回

収は極めて重要な職務の一つであるといえる。

このため、滞納対策の意義を明記し、回収のた

めに執り得る措置を段階的・具体的に示すこと

とした。

（主な改正点）

・滞納対策の意義について解説を加え（コメン

ト第60条関係③）、管理組合が滞納者への督

促等を行うべき旨を確認的に規定する（第60

条第 3 項）とともに、滞納管理費等の回収の

ために執り得る各種の措置について、段階的

にまとめたフローチャート等を提示した。 （マ

ンション標準管理規約別添 3)

⑨ マンションの管理状況などの情報開示

マンションの管理や修繕に関する情報の開示

は、中古住宅の流通促進や、マンションの資産

価値の向上につながると考えられることから、

関係書類が適切に保管され、管理組合からの情

報開示が積極的に行われるよう、規定を整備す

ることとした。

（主な改正点）

・作成・保管すべき書類として、帳票類に加え、

大規模修繕工事の実施状況や予定、修繕積立

金の積立て状況等を加えるとともに、これら

情報を開示する場合の条項を整備した（第64

条、マンション標準管理規約別添 4 ）。

⑩ その他所要の改正

・総会決議における、代理人の範囲を明記する

（第46条第 5 項）とともに、白紙委任状の取

扱いに係る解説を追加した（コメント第46条

関係）。

－新会計年度予算案の総会承認を得るまでの聞の

経常的な経費の支出等について、当該承認を得

たときは、当該予算案による支出とみなすこと

とする規定の整備を行った（第58条第 4 項）。

・マンションの建替えの円滑化等に関する法律

の一部を改正する法律（平成26年法律第80号）

や、建築物の耐震改修の促進に関する法律の

一部を改正する法律（平成25年法律第20号）

の施行に伴う改正を行った（第28条、第43条、

第47条等） o

－その他、字句の修正等の所要の改正を行ったO

3. その他

今回改正した標準管理規約の本文・コメント及

び新旧対照表などについては、下記アドレスに掲

載している。

『国土交通省H P トップページJ

→『住宅・建築J →『住宅行政J

→『マンション政策』

→『マンション管理について』

http://www.mlit.go.jp/j u takuken tiku/house/ 

jutakukentiku_house_tk5_000052.html 
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［インフォメーシヨン j
...................... [ 積立組合代表者さまあて各種送付物の送付先変更ωて

～マンション管理会社への送付が可能になりました～

機構等から送付する書類は、あらかじめ届け出られた管理組合の代表者の方（理事長等） あてに送付しますが、
「送付先指定 （変更・中止） 依頼書」をご提出いただくことにより、送付先をご担当の管理会社に変更することが
できます。

E茎彊産軍国－酒

［通常の場合1

機構

－積立用書類
・発行通知書
．利払通知書
・残高証明書
－登録内容の変更手続完了のお知らせ
・満期償還金支払のご案内 管理組合

（代表者）

>

>
みずほ銀行

（事務受託銀行）
証券部

－買入計算書

［送付先指定依頼書をご提出いただいた場合］

機構

－積立用書類
・発行通知書
．利払通知書
・残高証明書
－登録内容の変更手続完了のお知らせ
．満期償還金支払のご案内

こ〉 管理組合
（代表者）C二コ＞

みずほ銀行
（事務受託銀行）
証券部 >－買入計算書

※マンション管理情報誌「マンション情報Box j は送付先変更の対象外です。

E冨~亙題霊Eヨ （送付先を管理会社に変更する場合又は指定内容を変更する場合）

「送付先指定（変更・中止）依頼書」（注）を、機構住宅債券事務センターあてに郵送にてご提出ください。

干 112・8570 東京都文京区後楽 1 丁目 4番10号住宅金融支援機構住宅債券事務センター

毎月 15 日までに送付（消印有効）、かつ20 日（土日・祝日に当たる場合は前営業日）までに機構住宅債券事務センタ ー に到着し、

同日までに不備なく処理が完了した翌月の送付物から送付先が変更されます。
（注）「送付先指定（変更・中止）依頼書」は、機構のホームページ（http://www.jhf.go.jp/ customer /kanri/topics_20150410.html) 

をご参照の上、書式をダウン口一一ドしてご使用ください。

《重要》送付先指定に当たってのお願い及び留意事項
① 「送付先指定（変更・中止） 依頼書」のご提出に当たっては、送付先として指定する管理会社の了解を得ていただくようお
願いします。

② ご提出いただいた「送付先指定（変更・中止）依頼書」の届出内容（送付先及び送付先住所） に変更があった場合には、
直ちに変更後の内容を同依頼書により届出ください。

※「送付先指定（変更・中止）依頼書」のご提出後に代表者の方の変更があった場合、同依頼書の再提出は不要ですが、「登
録内容の変更届出書（元利金自動振込依頼書兼用）」による変更手続きは必要です（代表者変更手続については、機構のホ

ームページ（http://www.jhf.go.jp/ customer /kanri/ smile_henkou.html）をご覧ください。） 。
③ 指定できる送付先は、 l つの積立組合（積立組合番号）につき 1 箇所です。

④ 同一の積立組合 （積立組合番号） が複数の積立てを行っている場合においても、「送付先指定（変更・中止） 依頼書」を l
部ご提出いただくことにより、すべての積立てに係る送付先が変更となります。

⑤ 送付先を指定する対象書類については、「全ての書類」または「残高証明書及び買入計算書のみ」の選択が可能です。 なお、
いずれの場合においても、マンション管理情報誌 「マンション情報B0 X」は引き続き積立組合の代表者の方 （理事長等）

あてに送付します。
⑥ 送付先変更の手続完了に関するお知らせはお送りしませんので、 書類の到着をも ってご確認ください。
⑦ ご提出に当たっては、「本件について万が一将来紛議が生じましでも、機構及び事務受託銀行は責任を負わないことを確認
し ます。」 等について承諾いただくことになります。 詳細は「送付先指定 （変更・中止） 依頼書」の（承認事項） をご確認く
ださい0
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